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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】にじみの発生が少ない画像が得られる画像記録
用組成物および記録装置を提供する。
【解決手段】アニオン性の吸液材料（より好ましくは、
アクリル酸およびメタクリル酸から選択される少なくと
も一方と疎水性の単量体との共重合体）と、外部からの
刺激により硬化する硬化性樹脂前駆体と、を含有し、更
に好ましくはノニオン性界面活性剤を含有する画像記録
用組成物１２Ａ、並びに、中間転写体１０と、前記画像
記録用組成物を中間転写体上に供給する供給手段と、中
間転写体上に供給された画像記録用組成物により形成さ
れた被硬化層１２Ｂにインクを吐出する吐出手段と、イ
ンクが吐出された被硬化層を中間転写体から記録媒体Ｐ
に転写する転写手段と、被硬化層を硬化させる刺激を供
給する刺激供給手段と、を有する記録装置１０１。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アニオン性の吸液材料と、外部からの刺激により硬化する硬化性樹脂前駆体と、を含有
する画像記録用組成物。
【請求項２】
　前記吸液材料が、アクリル酸およびメタクリル酸から選択される少なくとも一方と、疎
水性の単量体と、の共重合体である請求項１に記載の画像記録用組成物。
【請求項３】
　界面活性剤を含有する請求項１または請求項２に記載の画像記録用組成物。
【請求項４】
　前記界面活性剤がノニオン性界面活性剤である請求項３に記載の画像記録用組成物。
【請求項５】
　前記硬化性樹脂前駆体が、紫外線を照射されることによりラジカル反応によって硬化す
る請求項１～請求項４の何れか１項に記載の画像記録用組成物。
【請求項６】
　請求項１～請求項５の何れか１項に記載の画像記録用組成物と、インクと、を有する画
像記録用インクセット。
【請求項７】
　中間転写体と、
　請求項１～請求項５の何れか１項に記載の画像記録用組成物を前記中間転写体上に供給
する供給手段と、
　前記中間転写体上に供給された前記画像記録用組成物により形成された被硬化層にイン
クを吐出する吐出手段と、
　前記インクが吐出された前記被硬化層を前記中間転写体から記録媒体に転写する転写手
段と、
　前記被硬化層を硬化させる刺激を供給する刺激供給手段と、
　を有する記録装置。
【請求項８】
　請求項１～請求項５の何れか１項に記載の画像記録用組成物を記録媒体上に供給する供
給手段と、
　前記記録媒体上に供給された前記画像記録用組成物により形成された被硬化層にインク
を吐出する吐出手段と、
　前記被硬化層を硬化させる刺激を供給する刺激供給手段と、
　を有する記録装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像記録用組成物、画像記録用インクセット、および記録装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクを利用した記録方式では、浸透媒体や非浸透媒体などの多様な記録媒体に対し記
録を行うために、中間転写体に記録した後、記録媒体に転写する方式が提案されている。
　例えば、中間体上に保持層を形成し、保持層中にインクを供給し、被記録材にインク像
のみを転写する記録方法が提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　また、印刷版上のインクまたは飛翔インク滴が中間転写体に転写されるのに先だって、
中間転写体の表面に液体を付着させ、その液体上にインクを付着させてから、中間転写体
上のインクを液体とともに被印刷体に転写することを特徴とする記録方法が提案されてい
る（例えば、特許文献２参照）。
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【０００４】
　更に、中間転写体に対して、着色インクの流動性を低下させる第１材料を付与する工程
と、第１材料が付与された中間転写体に対して着色インクを記録ヘッドより付与し、イン
ク像を形成する形成工程と、インク像を記録媒体へ転写する転写工程と、転写工程の前に
、画像の耐擦過性を向上させる第２材料を中間転写体に付与するインクジェット記録方法
が提案されている（例えば、特許文献３参照）。
【特許文献１】特開平５－２２９１１２号公報
【特許文献２】特開２００１－２１２９５６号公報
【特許文献３】特開２００５－１７００３６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、にじみの発生が抑制された画像が得られる画像記録用組成物、画像記
録用インクセットおよび記録装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題は、以下の手段により解決される。即ち、
　請求項１に係る発明は、
　アニオン性の吸液材料と、外部からの刺激により硬化する硬化性樹脂前駆体と、を含有
する画像記録用組成物である。
【０００７】
　請求項２に係る発明は、
　前記吸液材料が、アクリル酸およびメタクリル酸から選択される少なくとも一方と、疎
水性の単量体と、の共重合体である請求項１に記載の画像記録用組成物である。
【０００８】
　請求項３に係る発明は、
　界面活性剤を含有する請求項１または請求項２に記載の画像記録用組成物である。
【０００９】
　請求項４に係る発明は、
　前記界面活性剤がノニオン性界面活性剤である請求項３に記載の画像記録用組成物であ
る。
【００１０】
　請求項５に係る発明は、
　前記硬化性樹脂前駆体が、紫外線を照射されることによりラジカル反応によって硬化す
る請求項１～請求項４の何れか１項に記載の画像記録用組成物である。
【００１１】
　請求項６に係る発明は、
　請求項１～請求項５の何れか１項に記載の画像記録用組成物と、インクと、を有する画
像記録用インクセットである。
【００１２】
　請求項７に係る発明は、
　中間転写体と、
　請求項１～請求項５の何れか１項に記載の画像記録用組成物を前記中間転写体上に供給
する供給手段と、
　前記中間転写体上に供給された前記画像記録用組成物により形成された被硬化層にイン
クを吐出する吐出手段と、
　前記インクが吐出された前記被硬化層を前記中間転写体から記録媒体に転写する転写手
段と、
　前記被硬化層を硬化させる刺激を供給する刺激供給手段と、
　を有する記録装置である。
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【００１３】
　請求項８に係る発明は、
　請求項１～請求項５の何れか１項に記載の画像記録用組成物を記録媒体上に供給する供
給手段と、
　前記記録媒体上に供給された前記画像記録用組成物により形成された被硬化層にインク
を吐出する吐出手段と、
　前記被硬化層を硬化させる刺激を供給する刺激供給手段と、
　を有する記録装置である。
【発明の効果】
【００１４】
　請求項１に係る発明によれば、ノニオン性の吸液材料のみを含有する場合に比べ、にじ
みの発生が抑制された画像が得られる画像記録用組成物を提供することができる。
【００１５】
　請求項２に係る発明によれば、吸液材料がアクリル酸およびメタクリル酸から選択され
る少なくとも一方と疎水性の単量体との共重合体でない場合に比べ、環境変動に対する画
像劣化の発生が抑制される。
【００１６】
　請求項３に係る発明によれば、界面活性剤を含有しない場合に比べ、画像ムラが抑制さ
れた画像を得ることができる。
【００１７】
　請求項４に係る発明によれば、界面活性剤がノニオン性でない場合に比べ、さらに画像
ムラが抑制された画像を得ることができる。
【００１８】
　請求項５に係る発明によれば、硬化性樹脂前駆体が紫外線を照射されることによりラジ
カル反応によって硬化するものでない場合に比べ、硬化反応が高速で進行する。
【００１９】
　請求項６に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べ、にじみの発生が抑制され
た画像が得られる画像記録用インクセットを提供することができる。
【００２０】
　請求項７に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べ、にじみの発生が抑制され
た画像が得られる記録装置を提供することができる。
【００２１】
　請求項８に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べ、にじみの発生が抑制され
た画像が得られる記録装置を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、本発明の好ましい実施形態について詳細に説明する。
＜画像記録用組成物＞
　本実施形態に係る画像記録用組成物は、アニオン性の吸液材料と、外部からの刺激によ
り硬化する硬化性樹脂前駆体と、を含有することを特徴とする。
　吸液材料としてアニオン性の吸液材料を用いることにより、本実施形態に係る硬化性樹
脂前駆体によって形成された被硬化層上にインクが吐出された際、アニオン部位で水和イ
オンが発生し、また、吸液材料内のアニオン部位同士が反発しあうことにより、分子間距
離が大きくなり、インク受容のための空間が形成されることで、インク吸液性が向上する
と考えられる。
【００２３】
　次いで、本実施形態に係る画像記録用組成物を構成する各成分について説明する。
【００２４】
（吸液材料）
　本実施形態に係る画像記録用組成物は、前述の通り、アニオン性の吸液材料を含有する
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。上記吸液材料としては、アニオン性であって且つ水性溶媒を吸収するものであれば何で
もよい。
【００２５】
　ここで「水性溶媒を吸収する」とは、吸液量が１００ｍｌ／１００ｇ以上であることを
意味する。また「吸液量」とは、吸液材料１００ｇにより吸収される液体の量（ｍｌ）を
意味し、以下のようにして測定する。
　具体的には、水層に吸液材料を静置したのち、サンプル全体に水が浸透するまで待ち、
吸水サンプルを引き上げ、メッシュ上に５分間放置したのち、重量を測定し、吸液材料と
の差分を吸液量とした。また、ＪＩＳ　Ｋ５１０１－１３－１に準じた方法でも良い。
　水性溶媒に対する吸液材料の吸液量は、具体的には、例えば、２００ｍｌ／１００ｇ以
上のものが選択される。
【００２６】
　アニオン性の吸液材料としては、例えば、単量体成分として、スルホン酸またはその塩
、カルボン酸またはその塩、リン酸またはその塩、硫酸またはその塩、硝酸またはその塩
等を用いて構成される単独重合体または共重合体が挙げられる。
【００２７】
　スルホン酸またはその塩を単量体成分として構成される重合体の例としては、スチレン
スルホン酸またはその塩の重合体、ナフタレンスルホン酸またはその塩の重合体、スルホ
ン酸またはその塩を官能基として有する（メタ）アクリル酸エステル重合体、スルホン酸
またはその塩を官能基として有する（メタ）アクリルアミド重合体等が挙げられる。
【００２８】
　カルボン酸またはその塩を単量体成分として構成される重合体の例としては、ポリアク
リル酸樹脂、ポリメタクリル酸樹脂、カルボン酸またはその塩を官能基として有する（メ
タ）アクリル酸エステル重合体、カルボン酸またはその塩を官能基として有する（メタ）
アクリルアミド重合体等が挙げられる。
【００２９】
　また、上記アニオン性の吸液材料としての重合体は、単量体成分として更に疎水性の単
量体を含んだ共重合体であってもよい。
　上記疎水性の単量体としては、例えば、スチレン、（メタ）アクリル酸エステル、（メ
タ）アクリルアミド、ブタジエン等が挙げられる。
【００３０】
　特に、上記アニオン性の吸液材料としては、環境変動による画像劣化抑制の観点から、
前記アクリル酸および前記メタクリル酸から選択される少なくとも一方と前記疎水性の単
量体との共重合体が好ましい。該共重合体の例としては、スチレン－（メタ）アクリル酸
およびその塩の共重合体、スチレン－（メタ）アクリル酸エステル－（メタ）アクリル酸
およびその塩の共重合体等が挙げられる。
【００３１】
　これらの吸液材料は懸濁重合、エマルション重合、溶液重合などにより作製され、その
ままの形状での使用や、ボールミルやサンドミル、凍結粉砕などによる粉砕工程、溶剤に
よる再沈降等の処理を施してもよい。
【００３２】
　上記吸液材料の粒子径（体積平均粒子径）は、０．５μｍ以上５μｍ以下の範囲で本実
施形態では用いられる。
【００３３】
　吸液材料の重量平均分子量は、本実施形態では通常５０００以上２０万以下の範囲で用
いられる。
　上記重量平均分子量は、以下の条件で測定したものである。ＧＰＣは「ＨＬＣ－８１２
０ＧＰＣ、ＳＣ－８０２０（東ソー（株）社製）装置」を用い、カラムは「ＴＳＫｇｅｌ
、ＳｕｐｅｒＨＭ－Ｈ（東ソー（株）社製６．０ｍｍＩＤ×１５ｃｍ）」を２本用い、溶
離液としてＴＨＦ（テトラヒドロフラン）を用いた。実験条件としては、試料濃度０．５
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％、流速０．６ｍｌ／ｍｉｎ．、サンプル注入量１０μｌ、測定温度４０℃、ＩＲ検出器
を用いて実験を行った。また、検量線は東ソー社製「ｐｏｌｙｓｔｙｌｅｎｅ標準試料Ｔ
ＳＫ　ｓｔａｎｄａｒｄ」：「Ａ－５００」、「Ｆ－１」、「Ｆ－１０」、「Ｆ－８０」
、「Ｆ－３８０」、「Ａ－２５００」、「Ｆ－４」、「Ｆ－４０」、「Ｆ－１２８」、「
Ｆ－７００」の１０サンプルから作製した。
【００３４】
　本実施形態に係る画像記録用組成物における、上記吸液材料の含有量としては１０質量
％以上６０質量％以下の範囲で本実施形態では用いられる。
【００３５】
（硬化性樹脂前駆体および重合開始剤）
　本実施形態に係る画像記録用組成物は、前述の通り、硬化性樹脂前駆体を含有する。
　硬化性樹脂前駆体としては、例えば、紫外線硬化性樹脂前駆体、電子線硬化性樹脂前駆
体、熱硬化性樹脂前駆体等が挙げられる。なお、硬化性樹脂前駆体は、これらに限られず
、例えば湿気、酸素等により硬化する硬化性樹脂前駆体を適用することもできる。
【００３６】
・紫外線硬化性樹脂前駆体
　紫外線硬化性樹脂前駆体を硬化することにより得られる「紫外線硬化性樹脂」としては
、例えば、アクリル樹脂、メタクリル樹脂、ウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、マレイミ
ド樹脂、エポキシ樹脂、オキセタン樹脂、ポリエーテル樹脂、ポリビニルエーテル樹脂な
どが挙げられる。
　上記紫外線硬化性樹脂の前駆体となる紫外線硬化性樹脂前駆体としては、紫外線硬化性
のモノマー、紫外線硬化性のマクロマー、紫外線硬化性のオリゴマー、および紫外線硬化
性のプレポリマー等が挙げられる。
【００３７】
　ここで、紫外線硬化性のモノマーとしては、例えば、アルコール／多価アルコール／ア
ミノアルコール類のアクリル酸エステル、アルコール／多価アルコール類のメタクリル酸
エステル、アクリル脂肪族アミド、アクリル脂環アミド、アクリル芳香族アミド類等のラ
ジカル硬化性樹脂前駆体；エポキシモノマー、オキセタンモノマー、ビニルエーテルモノ
マー等のカチオン硬化性樹脂前駆体；などが挙げられる。上記紫外線硬化性のマクロマー
、紫外線硬化性のオリゴマー、紫外線硬化性のプレポリマーとしては、これらモノマーを
所定の重合度で重合させたものの他、エポキシ、ウレタン、ポリエステル、ポリエーテル
骨格に、アクリロイル基やメタクリロイル基の付加した、エポキシアクリレート、ウレタ
ンアクリレート、ポリエステルアクリレート、アクリリックアクリレート、ポリエーテル
アクリレート、ウレタンメタクリレート、ポリエステルメタクリレート等のラジカル硬化
性樹脂前駆体が挙げられる。
【００３８】
　これらの中でも、硬化速度の観点から、ラジカル硬化性の硬化性樹脂前駆体が好ましい
。
【００３９】
　また、油性のシリコーン変性樹脂が好ましく、具体的には、シリコーン系アクリルプレ
ポリマー、ジメチルシロキサン側鎖ポリエーテルアクリル、ジメチルシロキサン側鎖アル
キルアクリルエステル、直鎖アクリル変性シリコーンアクリレート等が挙げられる。
【００４０】
　また、画像記録用組成物は、紫外線硬化反応を進行させるための紫外線重合開始剤を含
んでいてもよい。さらに画像記録用組成物は、必要に応じて、重合反応をより進行させる
ための、反応助剤、重合促進剤等を含んでいてもよい。
【００４１】
　硬化反応がラジカル反応により進行するタイプである場合、紫外線重合開始剤としては
、例えば、ベンゾフェノン、チオキサントン系、ベンジルジメチルケタール、α－ヒドロ
キシケトン、α－ヒドロキシアルキルフェノン、α－アミノケトン、α－アミノアルキル
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フェノン、モノアシルフォスフィンオキサイド、ビスアシルフォスフィンオキサイド、ヒ
ドロキシベンゾフェノン、アミノベンゾフェノン、チタノセン型、オキシムエステル型、
オキシフェニル酢酸エステル型などが挙げられる。
　また硬化反応がカチオン反応により進行するタイプである場合、紫外線重合開始剤とし
ては、例えば、アリールスルホニウム塩、アリールジアゾニウム塩、ジアリールヨードニ
ウム塩、トリアリールスルホニウム塩、アレン－イオン錯体誘導体、トリアジン系開始剤
等が挙げられる。
【００４２】
・電子線硬化性樹脂前駆体
　電子線硬化性樹脂前駆体を硬化することにより得られる「電子線硬化性樹脂」としては
、例えば、アクリル樹脂、メタクリル樹脂、ウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリエー
テル樹脂、シリコーン樹脂などが挙げられる。
　上記電子線硬化性樹脂の前駆体となる電子線硬化性樹脂前駆体としては、電子線硬化性
のモノマー、電子線硬化性のマクロマー、電子線硬化性のオリゴマー、および電子線硬化
性のプレポリマーが挙げられる。
【００４３】
　ここで、電子線硬化性のモノマー、電子線硬化性のマクロマー、電子線硬化性のオリゴ
マー、電子線硬化性のプレポリマーとしては、紫外線硬化性の材料として記載されたもの
が挙げられる。
【００４４】
・熱硬化性樹脂前駆体
　熱硬化性樹脂前駆体を硬化することにより得られる「熱硬化性樹脂」としては、例えば
、エポキシ樹脂、ポリエステル樹脂、フェノール樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、アルキ
ド樹脂などが挙げられる。
　上記熱硬化性樹脂の前駆体となる熱硬化性樹脂前駆体としては、熱硬化性のモノマー、
熱硬化性のマクロマー、熱硬化性のオリゴマー、および熱硬化性のプレポリマーが挙げら
れる。
【００４５】
　ここで、熱硬化性のモノマーとしては、例えば、フェノール、ホルムアルデヒド、ビス
フェノールＡ、エピクロルヒドリン、シアヌリル酸アミド、尿素、グリセリン等のポリア
ルコール、無水フタル酸、無水マレイン酸、アジピン酸等の酸などが挙げられる。熱硬化
性のマクロマー、熱硬化性のオリゴマー、熱硬化性のプレポリマーとしては、これらのモ
ノマーを所定の重合度で重合させたものや、エポキシプレポリマー、ポリエステルプレポ
リマーなどが挙げられる。
　また重合の際に硬化剤を添加してもよい。
【００４６】
　また、画像記録用組成物は、熱硬化反応を進行させるための熱重合開始剤を含んでもよ
い。熱重合開始剤としては、例えば、プロトン酸／ルイス酸等の酸、アルカリ触媒、金属
触媒などが挙げられる。
【００４７】
　硬化性樹脂前駆体は、中間転写体等との濡れ性を考慮して、Ｓｉやフッ素等による変性
がされていてもよい。また硬化性樹脂前駆体は、硬化速度と硬化度を考慮すると、多官能
のプレポリマーを含有していてもよい。
【００４８】
　尚、上記硬化性樹脂前駆体の量は、画像記録用組成物の内５質量％以上９０質量％以下
で用いられる。
【００４９】
　また、本実施形態に係る画像記録用組成物における、前記硬化性樹脂前駆体と前記吸液
材料との質量比率は１００：１～５：９５で用いられる。
【００５０】
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（界面活性剤）
　本実施形態に係る画像記録用組成物は、界面活性剤を含有させてもよい。
【００５１】
　ノニオン性界面活性剤としては、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエ
チレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪
酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビ
トール脂肪酸エステル、グリセリン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレングリセリン脂肪
酸エステル、ポリグリセリン脂肪酸エステル、ショ糖脂肪酸エステル、ポリオキシエチレ
ンアルキルアミン、ポリオキシエチレン脂肪酸アミド、アルキルアルカノールアミド、ポ
リエチレングリコールポリプロピレングリコールブロックコポリマー、アセチレングリコ
ール、アセチレングリコールのポリオキシエチレン付加物等が挙げられる。
【００５２】
　また、アニオン性界面活性剤としては、アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキルフェ
ニルスルホン酸塩、アルキルナフタレンスルホン酸塩、高級脂肪酸塩、高級脂肪酸エステ
ルの硫酸エステル塩、高級脂肪酸エステルのスルホン酸塩、高級アルコールエーテルの硫
酸エステル塩およびスルホン酸塩、高級アルキルスルホコハク酸塩、ポリオキシエチレン
アルキルエーテルカルボン酸塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸塩、アルキル
リン酸塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテルリン酸塩等が使用でき、望ましくは、ド
デシルベンゼンスルホン酸塩、イソプロピルナフタレンスルホン酸塩、モノブチルフェニ
ルフェノールモノスルホン酸塩、モノブチルビフェニルスルホン酸塩、ジブチルフェニル
フェノールジスルホン酸塩等が挙げられる。
【００５３】
　上記界面活性剤は、画像記録用組成物に対し０．０１質量％以上１０質量％以下の範囲
で本実施形態では用いられる。
【００５４】
　またその他、本実施形態に係る画像記録用組成物は、ワックスやゴム状物質類を混合し
ても良い。
【００５５】
（固定化成分）
　また、本実施形態に係る画像記録用組成物には、硬化性樹脂前駆体や吸液材料の他に、
インクの成分を被硬化層上や内部で固定化する成分（以下、「固定化成分」と称する場合
がある）をさらに含んでいてもよい。
【００５６】
　固定化成分としては、例えば、インクの成分（例えば色材）を吸着する成分、インクの
成分（例えば色材）を凝集または増粘させる成分等が挙げられるが、これらに限定される
ものではない。
【００５７】
　また、画像記録用組成物には、上記硬化反応に寄与する主成分（硬化性樹脂前駆体、重
合開始剤等）を溶解または分散するための水や有機溶媒を含んでいてもよい。
【００５８】
　また、画像記録用組成物は、硬化後の層を着色制御する目的で、各種色材を含んでいて
もよい。
【００５９】
　また、画像記録用組成物は、粘度を調整する等の目的から、熱可塑性樹脂を含有させて
もよい。該熱可塑性樹脂としては、例えば、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、ポリカー
ボーネート樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリスチレン、ポリエーテル樹脂、ポリエチレン樹
脂、ポリプロピレン樹脂、ポリスチレンとそのアクリルモノマー共重合体およびそのブレ
ンド物等が挙げられる。
【００６０】
　尚、画像記録用組成物は粘度５ｍＰａ・ｓ以上３００００ｍＰａ・ｓ以下で本実施形態
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では用いられ、また、画像記録用組成物の粘度は、インクの粘度よりも高いことがよい。
　上記粘度は、以下の方法により測定される値であり、本明細書に記載の粘度は下記方法
により測定された値である。
　粘度計としてはＴＶ－２２（東機産業製）を用いて、ずり速度＝２．２５から７５０（
１／ｓ）で、１５℃での粘度（ｍＰａ・ｓ）を計測したものである。尚、本明細書におけ
る表記はずり速度１０ｓ－１のものである。
【００６１】
　また、画像記録用組成物は、常温（２５℃）において低揮発性または不揮発性であるこ
とがよい。ここで、低揮発性とは大気圧下において沸点が２００℃以上であることを意味
する。また、不揮発性とは大気圧下において沸点が３００℃以上であることを意味する。
【００６２】
　・インク
　次いで、本実施形態において用いられるインクについて詳細に説明する。
　インクは水性インク、油性インク共に使用することができるが、環境性の点で水性イン
クが使用される。水性インク（以下、単にインクと称する）は、記録材に加え、インク溶
媒（例えば、水、水溶性有機溶媒）を含んでいる。また、必要に応じて、その他、添加剤
を含んでいてもよい。
【００６３】
　まず、記録材について説明する。記録材としては、主に色材が挙げられる。色材として
は、染料、顔料のいずれも用いることができるが、顔料であることがよい。顔料としては
有機顔料、無機顔料のいずれも使用でき、黒色顔料ではファーネスブラック、ランプブラ
ック、アセチレンブラック、チャンネルブラック等のカーボンブラック顔料等が挙げられ
る。黒色とシアン、マゼンタ、イエローの３原色顔料のほか、赤、緑、青、茶、白等の特
定色顔料や、金、銀色等の金属光沢顔料、無色または淡色の体質顔料、プラスチックピグ
メント等を使用してもよい。また、本実施形態のために、新規に合成した顔料でも構わな
い。
【００６４】
　また、シリカ、アルミナ、または、ポリマービード等をコアとして、その表面に染料ま
たは顔料を固着させた粒子、染料の不溶レーキ化物、着色エマルション、着色ラテックス
等を顔料として使用することも可能である。
【００６５】
　黒色顔料の具体例としては、Ｒａｖｅｎ７０００（コロンビアン・カーボン社製）、Ｒ
ｅｇａｌ４００Ｒ（キャボット社製）、Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ　ＦＷ１（デグッサ社製
）等を挙げることができるが、これらに限定されるものではない。
【００６６】
　シアン色顔料の具体例としては、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ－１，－２，－３
，－１５，－１５：１，－１５：２，－１５：３，－１５：４，－１６，－２２，－６０
等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００６７】
　マゼンタ色顔料の具体例としては、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ－５，－７，－１
２，－４８，－４８：１，－５７，－１１２，－１２２，－１２３，－１４６，－１６８
，－１７７，－１８４，－２０２，　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　－１９等
が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００６８】
　黄色顔料の具体例としては、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ－１，－２，－３
，－１２，－１３，－１４，－１６，－１７，－７３，－７４，－７５，－８３，－９３
，－９５，－９７，－９８，－１１４，－１２８，－１２９，－１３８，－１５１，－１
５４，－１８０等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００６９】
　ここで、色材として顔料を使用した場合には、併せて顔料分散剤を用いることができる
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。使用可能な顔料分散剤としては、高分子分散剤、アニオン性界面活性剤、カチオン性界
面活性剤、両性界面活性剤、ノニオン性界面活性剤等が挙げられる。
【００７０】
　高分子分散剤としては、親水性構造部と疎水性構造部とを有する重合体が好適に用いら
れる。親水性構造部と疎水性構造部とを有する重合体としては、縮合系重合体と付加重合
体とが使用できる。縮合系重合体としては、公知のポリエステル系分散剤が挙げられる。
付加重合体としては、α，β－エチレン性不飽和基を有する単量体の付加重合体が挙げら
れる。親水基を有するα，β－エチレン性不飽和基を有する単量体と疎水基を有するα，
β－エチレン性不飽和基を有する単量体を組み合わせて共重合することにより目的の高分
子分散剤が得られる。また、親水基を有するα，β－エチレン性不飽和基を有する単量体
の単独重合体も用いることができる。
【００７１】
　これら顔料分散剤は、単独で用いても、二種類以上を併用しても構わない。顔料分散剤
の添加量は、顔料により大きく異なるため一概には言えないが、一般に顔料に対し、合計
で０．１質量％以上１００質量％以下が挙げられる。
【００７２】
　色材として水に自己分散可能な顔料を用いることもできる。水に自己分散可能な顔料と
は、顔料表面に水に対する可溶化基を数多く有し、高分子分散剤が存在しなくとも水中で
分散する顔料のことを指す。具体的には、通常のいわゆる顔料に対して酸・塩基処理、カ
ップリング剤処理、ポリマーグラフト処理、プラズマ処理、酸化／還元処理等の表面改質
処理等を施すことにより、水に自己分散可能な顔料が得られる。
【００７３】
　また、水に自己分散可能な顔料としては、上記顔料に対して表面改質処理を施した顔料
の他、キャボット社製のＣａｂ－ｏ－ｊｅｔ－２００、Ｃａｂ－ｏ－ｊｅｔ－３００、Ｉ
ＪＸ－１５７、ＩＪＸ－２５３、ＩＪＸ－２６６、ＩＪＸ－２７３、ＩＪＸ－４４４、Ｉ
ＪＸ－５５、Ｃａｂｏｔ２６０、オリエント化学社製のＭｉｃｒｏｊｅｔ　Ｂｌａｃｋ　
ＣＷ－１、ＣＷ－２等の市販の自己分散顔料等も使用できる。
【００７４】
　自己分散顔料としては、その表面に官能基として少なくともスルホン酸、スルホン酸塩
、カルボン酸、またはカルボン酸塩を有する顔料を用いることができる。
【００７５】
　更に、樹脂により被覆された顔料等を使用することもできる。これは、マイクロカプセ
ル顔料と呼ばれ、大日本インキ化学工業社製、東洋インキ社製などの市販のマイクロカプ
セル顔料だけでなく、本実施形態のために試作されたマイクロカプセル顔料等を使用する
こともできる。
【００７６】
　また、高分子物質を上記顔料に物理的に吸着または化学的に結合させた樹脂分散型顔料
を用いることもできる。
【００７７】
　記録材としては、その他、親水性のアニオン染料、直接染料、カチオン染料、反応性染
料、高分子染料等や油溶性染料等の染料類、染料で着色したワックス粉・樹脂粉類やエマ
ルション類、蛍光染料や蛍光顔料、赤外線吸収剤、紫外線吸収剤、フェライトやマグネタ
イトに代表される強磁性体等の磁性体類、酸化チタン、酸化亜鉛に代表される半導体や光
触媒類、その他有機、無機の電子材料粒子類などが挙げられる。
【００７８】
　これらの記録材の中でも、上記画像記録用組成物に含まれるカチオン性樹脂によるイン
クの拡散を抑えインク滲みを有効に抑制する点から、記録材としては、アニオン性分散剤
（例えば、上記アニオン性界面活性剤）を用いた顔料、アニオン性官能基（例えば上記ス
ルホン酸、スルホン酸塩、カルボン酸、またはカルボン酸塩）を有する自己分散型顔料、
およびアニオン性染料であることが最も望ましい。
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【００７９】
　記録材の含有量（濃度）は、例えばインクに対して５質量％以上３０質量％以下の範囲
が挙げられる。
【００８０】
　記録材の体積平均粒径は、例えば１０ｎｍ以上１０００ｎｍ以下の範囲が挙げられる。
【００８１】
　記録材の体積平均粒径とは、記録材そのものの粒径、または記録材に分散剤等の添加物
が付着している場合には、添加物が付着した粒径をいう。体積平均粒径の測定装置には、
マイクロトラックＵＰＡ粒度分析計９３４０（Ｌｅｅｄｓ＆Ｎｏｒｔｈｒｕｐ社製）を用
いた。その測定は、インク４ｍｌを測定セルに入れ、所定の測定法に従って行った。なお
、測定時の入力値として、粘度にはインクの粘度を、分散粒子の密度は記録材の密度とし
た。
【００８２】
　次に、水溶性有機溶媒について説明する。水溶性有機溶媒としては、多価アルコール類
、多価アルコール類誘導体、含窒素溶媒、アルコール類、含硫黄溶媒等が使用される。
【００８３】
　水溶性有機溶媒は、少なくとも１種類以上使用してもよい。水溶性有機溶媒は、含有量
としては例えば１質量％以上７０質量％以下の範囲で用いられる。
【００８４】
　次に、水について説明する。水としては、特に不純物が混入することを防止するという
観点から、イオン交換水、超純水、蒸留水、限外濾過水を使用することが望ましい。
【００８５】
　次に、その他の添加剤について説明する。インクには、界面活性剤を添加することがで
きる。
【００８６】
　これら界面活性剤の種類としては、各種のアニオン性界面活性剤、ノニオン性界面活性
剤、カチオン性界面活性剤、両性界面活性剤等が挙げられ、望ましくは、アニオン性界面
活性剤、ノニオン性界面活性剤が用いられる。
【００８７】
　また、インクには、その他、浸透性を調整する目的で浸透剤、インク吐出性改善等の特
性制御を目的でポリエチレンイミン、ポリアミン類、ポリビニルピロリドン、ポリエチレ
ングリコール、エチルセルロース、カルボキシメチルセルロース等や、導電率、ｐＨを調
整するために水酸化カリウム、水酸化ナトリウム、水酸化リチウムなどのアルカリ金属類
の化合物等、その他必要に応じ、ｐＨ緩衝剤、酸化防止剤、防カビ剤、粘度調整剤、導電
剤、紫外線吸収剤、およびキレート化剤等も添加することができる。
【００８８】
　次に、インクの好適な特性について説明する。まず、インクの表面張力は、例えば２０
ｍＮ／ｍ以上４５ｍＮ／ｍ以下の範囲が挙げられる。
【００８９】
　ここで、表面張力としては、ウイルヘルミー型表面張力計（協和界面科学株式会社製）
を用い、２３℃、５５％ＲＨの環境において測定した値を採用した。
【００９０】
　インクの粘度は、例えば１．５ｍＰａ・ｓ以上３０ｍＰａ・ｓ以下の範囲が挙げられる
。
【００９１】
　ここで、粘度としては、レオマット１１５（Ｃｏｎｔｒａｖｅｓ製）を測定装置として
用いて、測定温度は２３℃、せん断速度は１４００ｓ－１の条件で測定した値を採用した
。
【００９２】
　なお、インクは、上記構成に限定されるものではない。記録材以外に、例えば、液晶材
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料、電子材料など機能性材料を含むものであってもよい。
【００９３】
　また、上記いずれの実施形態でも、ブラック、イエロー、マゼンタ、シアンの各色のイ
ンクジェット記録ヘッドから画像データに基づいて選択的にインク滴が吐出されてフルカ
ラーの画像が記録媒体に記録される形態を説明したが、記録媒体上への文字や画像の記録
に限定されるものではない。すなわち、本実施形態は、工業的に用いられる液滴吐出（噴
射）装置全般に対して適用される。
【００９４】
＜記録装置＞
　本実施形態に係る記録装置は、中間転写体と、前述の画像記録用組成物を前記中間転写
体上に供給する供給手段と、前記中間転写体上に供給された前記画像記録用組成物により
形成された被硬化層に、前述のインクを吐出する吐出手段と、前記インクが吐出された前
記被硬化層を前記中間転写体から記録媒体に転写する転写手段と、前記被硬化層を硬化さ
せる刺激を供給する刺激供給手段と、を有する。
　尚、前記中間転写体を加熱する手段を有していてもよい。
【００９５】
　また、本実施形態に係る記録装置の別の態様は、前述の画像記録用組成物を記録媒体上
に供給する供給手段と、前記記録媒体上に供給された前記画像記録用組成物により形成さ
れた被硬化層に、前述のインクを吐出する吐出手段と、前記被硬化層を硬化させる刺激を
供給する刺激供給手段と、を有する。
【００９６】
　次いで、本実施形態に係る記録装置について図面を参照しつつ説明する。なお、同じ機
能を有する部材には、全図面を通して同じ符合を付与し、重複する説明は省略する場合が
ある。
【００９７】
　図１は、第１実施形態に係る記録装置を示す構成図である。
【００９８】
　第１実施形態に係る記録装置１０１は、図１に示すように、例えば、中間転写ドラム（
中間転写体）１０、中間転写ドラム１０上にアニオン性の吸液材料と外部からの刺激（エ
ネルギー）により硬化する硬化性樹脂前駆体とを少なくとも含有する画像記録用組成物１
２Ａを供給して画像記録用組成物１２Ａにより形成された被硬化層１２Ｂを形成する溶液
供給装置１２と、被硬化層１２Ｂ上にインク滴１４Ａを吐出し画像Ｔを形成するインクジ
ェット記録ヘッド１４と、記録媒体Ｐを中間転写ドラム１０に重ね合わせ圧力を加えるこ
とにより画像Ｔが形成された被硬化層１２Ｂを記録媒体Ｐ上に転写する転写装置１６と、
記録媒体Ｐ上に転写された被硬化層１２Ｂを硬化する刺激を供給する刺激供給装置１８と
、を含んで構成されている。
【００９９】
　また、中間転写ドラム１０の回転方向における転写装置１６の下流には、中間転写ドラ
ム１０表面に残留する被硬化層１２Ｂの残留物の除去、当該残留物以外の異物（記録媒体
Ｐの紙粉等）等の付着物の除去を行うためのクリーニング装置２０が配置されている。
【０１００】
　中間転写ドラム１０は、例えば円筒状基体と、当該基体表面に被覆される表面層と、を
有する構成が挙げられる。中間転写ドラム１０は、記録媒体Ｐの幅と同等またはそれ以上
の幅（軸方向長さ）を有している。
　円筒状基体の材質としては、例えば、アルミニウム、ステンレス鋼（ＳＵＳ）、銅等が
挙げられる。
　表面層の材質としては、例えば、各種の樹脂［例えば、ポリイミド、ポリアミドイミド
、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリエーテルサルフォン、フッ素系樹脂等
］、各種のゴム（例えば、ニトリルゴム、エチレンプロピレンゴム、クロロプレンゴム、
イソプレンゴム、スチレンゴム、ブタジエンゴム、ブチルゴム、クロロスルホン化ポリエ
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チレン、ウレタンゴム、エピクロロヒドリンゴム、アクリルゴム、シリコーンゴム、フッ
素ゴム等）等が挙げられる。表面層は、単層構成でもよいし、積層構成でもよい。
【０１０１】
　溶液供給装置１２は、例えば、画像記録用組成物１２Ａを収納する筐体１２Ｃ内に、当
該画像記録用組成物１２Ａを中間転写ドラム１０へ供給する供給ローラ１２Ｄと、供給さ
れた画像記録用組成物１２Ａにより形成された被硬化層１２Ｂの層厚を規定するブレード
１２Ｅと、を含んで構成されている。
【０１０２】
　溶液供給装置１２は、その供給ローラ１２Ｄが中間転写ドラム１０に連続的に接触する
ようにしてもよいし、中間転写ドラム１０から離間する構成としてもよい。また、溶液供
給装置１２は、独立した溶液供給システム（図示せず）より画像記録用組成物１２Ａを筐
体１２Ｃへ供給させ、画像記録用組成物１２Ａの供給がとぎれないようにしてもよい。
【０１０３】
　溶液供給装置１２は、上記構成に限られず、公知の供給法（塗布法：例えば、バーコー
ター塗布、スプレー方式の塗布、インクジェット方式の塗布、エアーナイフ方式の塗布、
ブレード方式の塗布、ロール方式の塗布等）などを利用した装置が適用される。
【０１０４】
　インクジェット記録ヘッド１４は、例えば、中間転写ドラム１０の回転方向上流側から
、ブラックインクを吐出するための記録ヘッド１４Ｋと、シアンインクを吐出するための
記録ヘッド１４Ｃと、マゼンタインクを吐出するための記録ヘッド１４Ｍと、イエローイ
ンクを吐出するための記録ヘッド１４Ｙと、の各色の記録ヘッドを含んで構成されている
。無論、記録ヘッド１４の構成は上記構成に限られず、例えば、記録ヘッド１４Ｋのみで
構成してもよいし、記録ヘッド１４Ｃ、記録ヘッド１４Ｍ、および記録ヘッド１４Ｙのみ
で構成してもよい。
【０１０５】
　各記録ヘッド１４は、例えば、記録媒体Ｐの幅と同等またはそれ以上の幅を持つライン
型インクジェット記録ヘッドが用いられるが、従来のスキャン型のインクジェット記録ヘ
ッドを用いてもよい。各記録ヘッド１４のインク吐出方式は、圧電素子駆動型、発熱素子
駆動型等、インク吐出可能な方式であれば制限はない。
【０１０６】
　各記録ヘッド１４は、例えば、中間転写ドラム１０の回転方向上流側から記録ヘッド１
４Ｋ、記録ヘッド１４Ｃ、記録ヘッド１４Ｍ、および記録ヘッド１４Ｙの順で直列に配置
されている。
【０１０７】
　各記録ヘッド１４は、中間転写ドラム１０表面とヘッドのノズル面との距離が例えば０
．３乃至０．７ｍｍ程度にして配置されている。また、各記録ヘッド１４は、例えば、そ
の長手方向が中間転写ドラムの回転方向と交差（望ましくは直交）して配設されている。
【０１０８】
　転写装置１６は、中間転写ドラム１０に対し押し当てて配置される加圧ロール１６Ａを
含んで構成されている。加圧ロール１６Ａは、例えば、上記中間転写ドラム１０の材料構
成のごとく構成される。
【０１０９】
　刺激供給装置１８は、適用する画像記録用組成物１２Ａに含まれる硬化性樹脂前駆体の
種類に応じて選択される。具体的には、例えば、紫外線の照射により硬化する紫外線硬化
性樹脂前駆体を適用する場合、刺激供給装置１８としては画像記録用組成物１２Ａ（これ
により形成された被硬化層１２Ｂ）に紫外線を照射する紫外線照射装置を適用する。また
、電子線の照射により硬化する電子線硬化性樹脂前駆体を適用する場合、刺激供給装置１
８として画像記録用組成物１２Ａ（これにより形成された被硬化層１２Ｂ）に電子線を照
射する電子線照射装置を適用する。また、熱の付与により硬化する熱硬化性樹脂前駆体を
適用する場合、刺激供給装置１８として画像記録用組成物１２Ａ（これにより形成された
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被硬化層１２Ｂ）に熱を付与する熱付与装置を適用する。
【０１１０】
　ここで、紫外線照射装置としては、例えば、メタルハライドランプ、高圧水銀灯、超高
圧水銀灯、デイープ紫外線ランプ、マイクロ波を用い外部から無電極で水銀灯を励起する
ランプ、紫外線レーザー、キセノンランプ、ＵＶ－ＬＥＤなどが適用される。
【０１１１】
　ここで、紫外線の照射条件としては、紫外線硬化性樹脂前駆体を含む画像記録用組成物
１２Ａ（これにより形成された被硬化層１２Ｂ）が硬化される条件であれば、特に制限は
なく、紫外線硬化性樹脂前駆体種、被硬化層１２Ｂの厚みなどに応じて選択し得るが、例
えば、高圧水銀灯１２０Ｗ／ｃｍ出力密度で２ｓ照射等である。
【０１１２】
　また、電子線照射装置としては、例えば、走査型／カーテン型等があり、カーテン型は
フィラメントで生じた熱電子を、真空チャンバー内のグリッドによって引き出し、さらに
高電圧（例えば７０乃至３００ｋＶ）によって、一気に加速させ、電子流となり、窓箔を
通過して、大気側に放出する装置である。電子線の波長は一般的に１ｎｍより小さく、ま
たエネルギーは大きいもので数ＭｅＶに及ぶが、電子線の波長数がｐｍのオーダーでエネ
ルギーが数十乃至数百ｋｅＶが適用される。
【０１１３】
　ここで、電子線の照射条件としては、電子線硬化性樹脂前駆体を含む画像記録用組成物
１２Ａ（これにより形成された被硬化層１２Ｂ）が硬化される条件であれば、特に制限は
なく、電子線硬化性樹脂前駆体種、被硬化層１２Ｂの厚みなどに応じて選択し得るが、例
えば、電子線量は５乃至１００ｋＧｙレベル等である。
【０１１４】
　また、熱付与装置としては、例えば、ハロゲンランプ、セラミックヒータ、ニクロム線
ヒータ、マイクロ波加熱、赤外線ランプなどが適用される。また、熱付与装置としては、
電磁誘導方式の加熱装置も適用できる。
【０１１５】
　ここで、熱の付与条件としては、熱硬化性樹脂前駆体を含む画像記録用組成物１２Ａ（
これにより形成された被硬化層１２Ｂ）を硬化することが可能な条件であれば、特に制限
はなく、熱硬化性樹脂前駆体種、被硬化層１２Ｂの厚みなどに応じて選択し得るが、例え
ば、空気中において、２００℃環境で５ｍｉｎ等である。
【０１１６】
　なお、それぞれ硬化された状態とは、被硬化層１２Ｂが刺激供給装置１８により硬化さ
れた硬化層に浸透性の用紙（普通紙）を重ね、２００ｇ荷重をかけても転写がおこらない
状態をいう。
【０１１７】
　記録媒体Ｐとしては、浸透媒体（例えば、普通紙や、コート紙等）、非浸透媒体（例え
ば、アート紙、樹脂フィルムなど）、いずれも適用される。記録媒体は、これらに限られ
ず、その他、半導体基板など工業製品も含まれる。
【０１１８】
　以下、本実施形態に係る記録装置１０１の画像記録プロセスにつき、説明する。
【０１１９】
　本実施形態に係る記録装置１０１では、中間転写ドラム１０が回転駆動され、まず、溶
液供給装置１２により、中間転写ドラム１０表面に画像記録用組成物１２Ａを供給して、
被硬化層１２Ｂを形成する。
【０１２０】
　ここで、被硬化層１２Ｂの厚みは、特に制限はないが、例えば、１μｍ以上５０μｍ以
下の範囲で制御される。
【０１２１】
　また、例えば、被硬化層１２Ｂの厚みをインク滴１４Ａが被硬化層１２Ｂの最下層まで
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到達しない程度とすれば、記録媒体Ｐへの転写後では被硬化層１２Ｂのうちインク滴１４
Ａが存在する領域が露出せず、インク滴１４Ａが存在しない領域が硬化後には保護層とし
て機能する。
【０１２２】
　次に、インクジェット記録ヘッド１４によりインク滴１４Ａを吐出し、中間転写ドラム
１０上に供給された被硬化層１２Ｂに当該インク滴１４Ａを付与する。インクジェット記
録ヘッド１４は所定の画像情報に基づき、被硬化層１２Ｂの所定の位置にインク滴１４Ａ
を付与する。
【０１２３】
　この際、インクジェット記録ヘッド１４によるインク滴１４Ａの吐出は、中間転写ドラ
ム１０上で行われる。つまり、ドラム表面がたわみのない状態で被硬化層１２Ｂにインク
滴１４Ａの吐出がなされる。
【０１２４】
　次に、転写装置１６により記録媒体Ｐを中間転写ドラム１０と挟み込んで、被硬化層１
２Ｂに圧力を加えることで、記録媒体Ｐ上に、インク滴１４Ａにより画像が形成された被
硬化層１２Ｂが転写される。
【０１２５】
　次に、刺激供給装置１８により、被硬化層１２Ｂを硬化させることで、インク滴１４Ａ
による画像Ｔが硬化性樹脂により記録媒体Ｐ上で定着される。これにより、インク滴１４
Ａによる画像Ｔが含まれる硬化性樹脂層（画像層）が記録媒体Ｐに形成される。
【０１２６】
　そして、被硬化層１２Ｂが記録媒体Ｐへ転写された後の中間転写ドラム１０表面に残っ
た被硬化層１２Ｂの残留物や異物をクリーニング装置２０により除去し、再び、中間転写
ドラム１０上に、溶液供給装置１２により画像記録用組成物１２Ａを供給して被硬化層１
２Ｂを形成し、画像記録プロセスが繰り返される。
【０１２７】
　以上のようにして、本実施形態に係る記録装置１０１では、画像記録が行われる。
【０１２８】
　図２は、第２実施形態に係る記録装置を示す構成図である。
【０１２９】
　第２実施形態に係る記録装置１０２は、図２に示すように、第１実施形態における中間
転写ドラム１０の代わりに中間転写ベルト（中間転写体）２２を配置した形態である。
【０１３０】
　中間転写ベルト２２は、例えば、２つの支持ロール２２Ａ、および加圧ロール１６Ｂ（
転写装置１６）により内周面側から張力を掛けつつ回転可能に支持されて配設されている
。
【０１３１】
　中間転写ベルト２２は、記録媒体Ｐの幅と同等またはそれ以上の幅（軸方向長さ）を有
している。
　中間転写ベルト２２は、例えば、各種の樹脂［例えば、ポリイミド、ポリアミドイミド
、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリエーテルサルフォン、フッ素系樹脂等
］、各種のゴム（例えば、ニトリルゴム、エチレンプロピレンゴム、クロロプレンゴム、
イソプレンゴム、スチレンゴム、ブタジエンゴム、ブチルゴム、クロロスルホン化ポリエ
チレン、ウレタンゴム、エピクロロヒドリンゴム、アクリルゴム、シリコーンゴム、フッ
素ゴム等）により構成される。中間転写ベルト２２は、ステンレス等の金属材料により構
成してもよい。中間転写ベルト２２は、単層構成でもよいし、積層構成でもよい。また、
中間転写ベルト２２は、フッ素樹脂・シリコーンゴム等の離型性の材料により表面層を有
していてもよい。
【０１３２】
　各記録ヘッド１４は、張力が掛けられて回転支持された中間転写ベルトにおける非屈曲
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領域上で、且つ中間転写ベルト２２表面とヘッドのノズル面との距離が例えば０．７乃至
１．５ｍｍ程度にして配置されている。
【０１３３】
　転写装置１６は、中間転写ベルト２２を挟んで対向配置された一対の加圧ロール１６Ａ
，１６Ｂを含んで構成されている。
【０１３４】
　本実施形態に係る記録装置１０２では、インクジェット記録ヘッド１４によりインク滴
１４Ａを吐出し、中間転写ベルト２２上に形成された被硬化層１２Ｂに当該インク滴１４
Ａを付与する。
【０１３５】
　この際、インクジェット記録ヘッド１４によるインク滴１４Ａの吐出は、張力が掛けら
れて回転支持された中間転写ベルト２２における非屈曲領域上で行われる。つまり、ベル
ト表面がたわみのない状態で被硬化層１２Ｂにインク滴１４Ａの吐出がなされる。
【０１３６】
　これら以外は、第１実施形態に記載の態様を適用することができるので、説明を省略す
る。
【０１３７】
　図３は、第３実施形態に係る記録装置を示す構成図である。
【０１３８】
　第３実施形態に係る記録装置１０３は、図３に示すように、第１実施形態において、イ
ンク滴１４Ａによる画像が形成された被硬化層１２Ｂを記録媒体Ｐへ転写する前に、当該
被硬化層１２Ｂを半硬化させる刺激を供給する第２の刺激供給装置２４をさらに配置した
形態である。
【０１３９】
　第２の刺激供給装置２４は、例えば、中間転写ドラム１０の回転方向におけるインクジ
ェット記録ヘッド１４よりも下流側であって、転写装置１６よりも上流側に配置されてい
る。
【０１４０】
　第２の刺激供給装置２４は、刺激供給装置１８のごとく、適用する画像記録用組成物１
２Ａに含まれる硬化性樹脂前駆体の種類に応じて選択される。具体的には、例えば、紫外
線硬化性樹脂前駆体を適用する場合、第２の刺激供給装置２４としては画像記録用組成物
１２Ａ（これにより形成された被硬化層１２Ｂ）に紫外線を照射する紫外線照射装置を適
用する。また、電子線硬化性樹脂前駆体を適用する場合、第２の刺激供給装置２４として
画像記録用組成物１２Ａ（これにより形成された被硬化層１２Ｂ）に電子線を照射する電
子線照射装置を適用する。また、熱硬化性樹脂前駆体を適用する場合、第２の刺激供給装
置２４として画像記録用組成物１２Ａ（これにより形成された被硬化層１２Ｂ）に熱を付
与する熱付与装置を適用する。
【０１４１】
　第２の刺激供給装置２４における紫外線照射条件、電子線照射条件、熱付与条件は、イ
ンクジェット記録ヘッド１４によりインク滴１４Ａを付与された中間転写ドラム１０上の
被硬化層１２Ｂが、半硬化した状態で転写装置１６により記録媒体Ｐに転写される条件で
あれば、特に制限はなく、硬化性樹脂前駆体種、被硬化層の厚みなどに応じて選択し得る
。
【０１４２】
　本実施形態においては、第２の刺激供給装置２４をインクジェット記録ヘッド１４より
も下流側であって転写装置１６よりも上流側に配置しているが、第２の刺激供給装置２４
をインクジェット記録ヘッド１４よりも上流側に配置してもよい。第２の刺激供給装置２
４をインクジェット記録ヘッド１４よりも上流側に配置すると、被硬化層１２Ｂが半硬化
され粘度が上昇した後に、インクジェット記録ヘッド１４によりインク滴１４Ａが被硬化
層１２Ｂに吐出される。よって、被硬化層１２Ｂ内におけるインク滴１４Ａの拡散がより
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抑制されるため、さらに高精細な画像が形成される。
【０１４３】
　ここで、「半硬化した状態」とは、硬化性樹脂前駆体が、前記「硬化された状態」には
達していないが、中間転写体に供給した時よりも硬化され完全な液体状態ではない状態を
いう。「半硬化した状態」の確認方法の１つとしては、以下の方法が挙げられる。具体的
には、被硬化層１２Ｂに浸透性の用紙（例えば普通紙）を重ねた場合、荷重をかけない時
は被硬化層１２Ｂが用紙側に全く転写されず、２００ｇ荷重をかけたときに一部転写され
た場合を、「半硬化した状態」と判断する。
【０１４４】
　以上説明した本実施形態に係る記録装置１０３では、インクジェット記録ヘッド１４に
よりインク滴１４Ａを吐出し、中間転写ドラム１０上に供給された被硬化層１２Ｂに当該
インク滴１４Ａを付与した後、第２の刺激供給装置２４により、当該被硬化層１２Ｂを半
硬化させる。そして、転写装置１６により当該被硬化層１２Ｂを記録媒体Ｐに転写する。
この転写の際、被硬化層１２Ｂは、半硬化の状態、つまりある程度剛性を持った状態で記
録媒体Ｐに転写される。
【０１４５】
　これら以外は、第１実施形態に記載の態様を適用することができるので、説明を省略す
る。
【０１４６】
　図４は、第４実施形態にかかる記録装置を示す構成図である。
【０１４７】
　第４実施形態に係る記録装置１０４は、図４に示すように、記録媒体Ｐに画像を直接形
成する形態（直接記録方式）である。
【０１４８】
　記録装置１０４は、例えば、記録媒体Ｐ上にアニオン性の吸液材料と外部からの刺激（
エネルギー）により硬化する硬化性樹脂前駆体とを含有する画像記録用組成物１２Ａを供
給して画像記録用組成物１２Ａにより形成された被硬化層１２Ｂを形成する溶液供給装置
１２と、被硬化層１２Ｂ上にインク滴１４Ａを吐出し画像Ｔを形成するインクジェット記
録ヘッド１４と、被硬化層１２Ｂを硬化する刺激を供給する刺激供給装置１８と、を含ん
で構成されている。
【０１４９】
　また記録装置１０４は、上記記録媒体Ｐを搬送する搬送ベルト１３を備えている。搬送
ベルト１３としては、例えば、第２実施形態における中間転写ベルト２２として記載の無
端ベルトが用いられる。搬送ベルト１３は、例えば、３つの支持ロール１３Ａにより内周
面側から張力を掛けつつ回転可能に支持されて配設されている。搬送ベルト１３は、回転
移動することにより、収容容器（図示略）などから送られてきた記録媒体Ｐを矢印の方向
に搬送する。
【０１５０】
　記録装置１０４では、まず溶液供給装置１２により、搬送ベルト１３によって搬送され
ている記録媒体Ｐの表面上に、画像記録用組成物１２Ａを供給して被硬化層１２Ｂを形成
する。次に、所定の画像情報に基づき、インクジェット記録ヘッド１４によりインク滴１
４Ａを吐出し、記録媒体Ｐ上に形成された被硬化層１２Ｂにインク滴１４Ａを付与するこ
とにより画像Ｔを形成する。最後に刺激供給装置１８によって被硬化層１２Ｂを硬化させ
ることにより、インク滴１４Ａによる画像Ｔが含まれる硬化性樹脂層（画像層）が記録媒
体Ｐに形成される。
【０１５１】
　これら以外は、第１実施形態に記載の態様を適用することができるので、説明を省略す
る。
【０１５２】
　以上説明した上記いずれの実施形態に係る記録装置では、画像記録用組成物１２Ａを中
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間転写ドラム１０、中間転写ベルト２２、または記録媒体Ｐに塗布して被硬化層１２Ｂを
形成する。そして、この被硬化層１２Ｂにインク滴１４Ａを付与して画像Ｔを形成した後
（第１実施形態乃至第３実施形態においては、さらに記録媒体Ｐへ転写した後）、画像Ｔ
が形成された被硬化層１２Ｂを完全に硬化させる。この際、被硬化層１２Ｂに含有される
硬化性樹脂前駆体が硬化することにより「硬化性樹脂」となる。このため、記録媒体Ｐが
非浸透媒体であるか浸透媒体であるかを問わず、多様な記録媒体Ｐに対して、画像形成が
なされる。
【０１５３】
　特に第１実施形態乃至第３実施形態に係る記録装置では、中間転写方式を採用している
ため、画像Ｔが形成された中間転写体（中間転写ドラム１０、中間転写ベルト２２）上の
被硬化層１２Ｂが、記録媒体Ｐに転写される工程を経る。そのため、例えば被硬化層１２
Ｂの厚みをインク滴１４Ａが被硬化層１２Ｂの最下層まで到達しない程度とした場合、記
録媒体Ｐに転写された被硬化層１２Ｂは、インク滴１４Ａが存在する領域（画像Ｔの領域
）が露出せず、インク滴１４Ａが存在しない領域が硬化後に保護層として機能することに
より、画像保存性が向上する。これに対し、第４実施形態に係る記録装置では、画像記録
用組成物１２Ａを直接記録媒体Ｐに供給する方式（直接記録方式）を採用しているため、
簡易な構成であり、より高速かつ低コストで画像形成がなされる。
【実施例】
【０１５４】
　以下、実施例を挙げてさらに具体的に説明する。ただし、これら各実施例により特に制
限されるものではない。尚、以下において「部」とは、特に断りのない限り質量基準であ
る。
【０１５５】
〔実施例１〕
　「画像記録用組成物」
・ＵＶ硬化型・ラジカル反応性の硬化性樹脂前駆体
　ポリウレタンアクリレート（新中村化学工業社製）と
　　１，６－ヘキサンジオールジアクリレート（ダイセルサイテック社製）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　との混合物　　　　　　６１部
・光重合開始剤
　２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル－プロパン－１－オン　　　　　　２部
・アニオン性吸液材料（アクリル酸と疎水性モノマーとの共重合体）
　スチレン－ブチルアクリレート－アクリル酸Ｎａ塩共重合部分架橋体　　　　３５部
　　（重合比（質量比）＝３：２：５、平均分子量＝４５０００）
・アニオン性高分子界面活性剤
　Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１１１（ビックケミー社製）　　　　　　　　　　　　　２部
　上記組成について、ロールミルにて混合／分散を行い、画像記録用組成物とした。
【０１５６】
　「Ｂｋインク」
・カーボンブラック　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
・スチレン－アクリル酸－アクリル酸ブチルエステル共重合体　　　　　　　１．５部
・グリセリン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５部
・ジエチレングリコールモノブチルエーテル　　　　　　　　　　　　　　　　　６部
・オキシエチレンオレイルエーテル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５部
　上記組成を混合し、さらに純水およびＮａＯＨを加えて調整したのち、２μｍフィルタ
ーでろ過し、Ｂｋインクを得た。
【０１５７】
　「Ｃｙａｎインク」
・銅フタロシアニン顔料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４部
　　（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：３）
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・２－エチルヘキシルメタクリレート－アクリル酸共重合体　　　　　　　　１．５部
・ジエチレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
・グリセリン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５部
・テトラメチルデシンジオールオキシエチレン付加物　　　　　　　　　　　１．８部
・１，３－ブタンジオール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４部
　上記組成を混合し、さらに純水およびＮａＯＨを加えて調整したのち、２μｍフィルタ
ーでろ過し、Ｃｙａｎインクを得た。
【０１５８】
　「Ｍａｇｅｎｔａインク」
・キナクリドン系マゼンタ顔料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　　（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　１２２）
・スチレン－メタクリル酸－メタクリル酸ブチルエステル共重合体　　　　　　　４部
・プロピレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８部
・グリセリン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７部
・ジプロピレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
・テトラメチルデシンジオールオキシエチレン付加物　　　　　　　　　　　２．５部
　上記組成を混合し、さらに純水およびＮａＯＨを加えて調整したのち、２μｍフィルタ
ーでろ過し、Ｍａｇｅｎｔａインクを得た。
【０１５９】
　「Ｙｅｌｌｏｗインク」
・アゾ系イエロー顔料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　　（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　７４）
・スチレン－アクリル酸－アクリル酸エチルエステル共重合体　　　　　　　　　３部
・ジエチレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５部
・トリエチレングリコールモノブチルエーテル　　　　　　　　　　　　　　　　８部
・１，２－ヘキサンジオール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
・オキシエチレンラウリルエーテル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５部
　上記組成を混合し、さらに純水およびＮａＯＨを加えて調整し、２μｍフィルターでろ
過し、Ｙｅｌｌｏｗインクを得た。
【０１６０】
≪評価≫
　前記画像記録用組成物をバーコーターによりアート紙（ＯＫ金藤、王子製紙（株）製）
上に供給し、膜厚７μｍの被硬化層を形成した。次いで、上記４種のインクをそれぞれピ
エゾヘッド（解像度６００ｄｐｉ（ｄｐｉ：１インチ当たりのドット数））にて前記被硬
化層上に印字した。その後、出力１．５ｋＷのメタルハライドランプでＵＶ照射を行い、
画像を形成した。
　該画像について下記の評価を行った。その結果を表１に示す。
【０１６１】
　（１）２ドットラインのにじみ発生
　前記より得られた２ドットラインの画像に対し、下記の評価基準に従ってにじみの発生
についての目視評価を行った。
　○：ラインの乱れ（フェザリング）が観測されない。
　△：ラインの乱れはあるものの、画像として十分許容できる。
　×：明らかにラインの直線性にバラツキが観測される。
【０１６２】
　（２）画像ムラ
　前記より得られた画像に対し、下記の評価基準に従って画像ムラの発生についての目視
評価を行った。
　◎：画像濃度が異なる部分が目視では観察できないソリッド画像が得られた。
　○：画像濃度の高い部分と低い部分とが見えるものの、画像として十分許容できる。
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　△：画像濃度の高い部分と低い部分とがあり、ムラのある画像に見える。
　×：ひとつのソリッド画像内で明らかに画像濃度の違うところが目立ち、許容できない
。
【０１６３】
　（３）硬化の進行
　ＵＶ照射による画像記録用組成物の硬化の速度に関し、下記の評価基準に従って評価を
行った。
　○：画像記録用組成物にＵＶ照射した１秒後の膜に関して、変形もべたつき感もなし。
　△：画像記録用組成物にＵＶ照射した１秒後の膜に関して、変形はしないが、べたつき
感がある。
【０１６４】
　（４）耐刷性
　硬化した画像を指でこすりアート紙からの剥離状態を観察して、得られた画像の耐刷性
についての評価試験を行った。試験結果から、以下の基準に従って評価した。
　○：画像の剥離なし。
　×：指でこすった部分が剥離し、画像乱れを生じた。
【０１６５】
　（５）環境変動に対する画像劣化
　得られた画像を高湿度環境（８０％ＲＨ以上）に保管して１日後の画像を観察し、得ら
れた画像の環境変動に対する画像劣化についての評価試験を行った。試験結果から、以下
の基準に従って評価した。
　◎：高湿度環境に保管前後で全く変動なし。
　○：高湿度環境下で、曇りが生じるものの、５０％ＲＨ環境にもどすと元の状態に戻る
。
　△：画像の曇りに加え、わずかではあるが画像のにじみが発生した。
　×：明らかな画像のにじみが生じ、画像の乱れが発生した。
【０１６６】
〔実施例２〕
　「画像記録用組成物」
・ＵＶ硬化型・ラジカル反応性の硬化性樹脂前駆体
　ウレタンアクリレート（４官能）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５部
　　（ダイセルサイテック社製）
　グリセリンプロポキシトリアクリレート（３官能）　　　　　　　　　　　　２５部
　　（サートマー社製）
・光重合開始剤
　２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォリノプロパン－１－オン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．５部
・アニオン性吸液材料
　ポリアクリル酸部分ナトリウム塩　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５部
・ノニオン性高分子界面活性剤
　変性アクリル系ブロックコポリマー　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．５部
　　（ルーブリゾール社製、商品名：ソルスパース）
　上記組成に１，６－ヘキサンジオールジアクリレートおよびＰＥＧ４００ジアクリレー
ト（ダイセルサイテック）を加え、粘度を５５０ｍＰａｓに調整して、画像記録用組成物
とした。
【０１６７】
≪評価≫
　前記画像記録用組成物をバーコーターによりアート紙（ＯＫ金藤、王子製紙（株）製）
上に供給し、膜厚７μｍの被硬化層を形成した。次いで、実施例１にて用いた４種のイン
クをそれぞれピエゾヘッド（解像度６００ｄｐｉ（ｄｐｉ：１インチ当たりのドット数）
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）にて前記被硬化層上に印字した。その後、出力１．５ｋＷのメタルハライドランプでＵ
Ｖ照射を行い、画像を形成した。
　該画像について実施例１に記載の評価を行った。その結果を表１に示す。
【０１６８】
　〔実施例３〕
　「画像記録用組成物」
・ＵＶ硬化型・ラジカル反応性の硬化性樹脂前駆体
　ポリエステルアクリレート（４官能）　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０部
　　（サートマー社製）
　アクリロイルモルホリン（１官能）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０部
　　（興人社製）
・光重合開始剤
　２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン　　　　　１．５部
・アニオン性吸液材料（アクリル酸と疎水性モノマーとの共重合体）
　スチレン－ブチルアクリレート－アクリル酸Ｎａ塩共重合部分架橋体　　　　２５部
　　（重合比（質量比）＝４：４：２）
　上記組成に１，６－ヘキサンジオールジアクリレートおよびＰＥＧ４００ジアクリレー
ト（ダイセルサイテック）を加え、粘度を５５０ｍＰａｓに調整して、画像記録用組成物
とした。
【０１６９】
≪評価≫
　前記画像記録用組成物をバーコーターにより中間転写ベルト（フッ素コートされた樹脂
ベルト）上に供給し、膜厚１２μｍの被硬化層を形成した。次いで、実施例１にて用いた
４種のインクをそれぞれピエゾヘッド（解像度６００ｄｐｉ（ｄｐｉ：１インチ当たりの
ドット数））にて前記被硬化層上に印字した。その後、転写装置により記録媒体（アート
紙（ＯＫ金藤、王子製紙（株）製））上に、被硬化層を転写しながら、出力１．５ｋＷの
メタルハライドランプでＵＶ照射を行い、画像を形成した。
　該画像について実施例１に記載の評価を行った。その結果を表１に示す。
【０１７０】
　〔実施例４〕
　「画像記録用組成物」
・ＵＶ硬化型・ラジカル反応性の硬化性樹脂前駆体
　ウレタンアクリレート（６官能）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０部
　　（新中村化学工業社製）
　ポリエステルアクリレート（４官能）　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０部
　　（サートマー社製）
　トリメチロールプロパンエトキシトリアクリレート（３官能）　　　　　　　２０部
　　（新中村化学工業社製）
・光重合開始剤
　１．２－オクタンジオン，１－［４－（フェニルチオ）－，２－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｏ－ベンゾイルオキシム）］　　　　　２部
・アニオン性吸液材料（アクリル酸と疎水性モノマーとの共重合体）
　スチレン－アクリル酸共重合体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０部
　上記組成にＮａＯＨを加え、更に１，６－ヘキサンジオールジアクリレートおよびＰＥ
Ｇ３００ジアクリレート（ダイセルサイテック社製）を加え、粘度を１２００ｍＰａｓに
調整して、画像記録用組成物とした。
【０１７１】
≪評価≫
　前記画像記録用組成物をバーコーターによりアート紙（ＯＫ金藤、王子製紙（株）製）
上に供給し、膜厚７μｍの被硬化層を形成した。次いで、実施例１にて用いた４種のイン
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クをそれぞれピエゾヘッド（解像度６００ｄｐｉ（ｄｐｉ：１インチ当たりのドット数）
）にて前記被硬化層上に印字した。その後、出力１．５ｋＷのメタルハライドランプでＵ
Ｖ照射を行い、画像を形成した。
　該画像について実施例１に記載の評価を行った。その結果を表１に示す。
【０１７２】
　〔比較例１〕
　「画像記録用組成物」
・ＵＶ硬化型・ラジカル反応性の硬化性樹脂前駆体
　ポリエステルアクリレート（サートマー社製）と
　　　　　　　アクリロイルモルホリン（興人社製）との混合物　　　　　　　６５部
・光重合開始剤
　１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン　　　　　　　　　　　　　　　２部
・ノニオン性吸液材料
　ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５部
　上記組成について、ボールミルにて混合／分散を行い、画像記録用組成物とした。
【０１７３】
≪評価≫
　前記画像記録用組成物をバーコーターにより中間転写ベルト（フッ素コートされた樹脂
ベルト）上に供給し、膜厚８μｍの被硬化層を形成した。次いで、実施例１にて用いた４
種のインクをそれぞれピエゾヘッド（解像度６００ｄｐｉ（ｄｐｉ：１インチ当たりのド
ット数））にて前記被硬化層上に印字した。その後、転写装置により記録媒体（アート紙
（ＯＫ金藤、王子製紙（株）製））上に、被硬化層を転写しながら、出力１．５ｋＷのメ
タルハライドランプでＵＶ照射を行い、画像を形成した。
　該画像について実施例１に記載の評価を行った。その結果を表１に示す。
【０１７４】
　〔実施例５〕
　「画像記録用組成物」
・ＵＶ硬化型・カチオン硬化反応性の硬化性樹脂前駆体
　（３’，４’－エポキシシクロヘキサン）メチル－３，４－エポキシ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　シクロへキサンカルボキシレート　　　４０部
　１，２，８，９－ジエポキシリモネン　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０部
・光重合開始剤
　トリアリルスルフォニウムヘキサフルオロホスフェイト　　　　　　　　　　　５部
・アニオン性吸液材料
　ポリアクリル酸部分ナトリウム塩　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５部
・ノニオン性高分子界面活性剤
　変性アクリル系ブロックコポリマー　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．５部
　　（ルーブリゾール社製、商品名：ソルスパース）
　上記組成に４－ビニルシクロヘキセン－１，２－エポキシドを加え、粘度を７５０ｍＰ
ａｓに調整して、画像記録用組成物とした。
【０１７５】
≪評価≫
　前記画像記録用組成物をバーコーターにより中間転写ベルト（フッ素コートされた樹脂
ベルト）上に供給し、膜厚１２μｍの被硬化層を形成した。次いで、実施例１にて用いた
４種のインクをそれぞれピエゾヘッド（解像度６００ｄｐｉ（ｄｐｉ：１インチ当たりの
ドット数））にて前記被硬化層上に印字した。その後、転写装置により記録媒体（アート
紙（ＯＫ金藤、王子製紙（株）製））上に、被硬化層を転写しながら、出力１．５ｋＷの
メタルハライドランプでＵＶ照射を行い、画像を形成した。
　該画像について実施例１に記載の評価を行った。その結果を表１に示す。
【０１７６】
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　〔比較例２〕
　前記実施例５の「画像記録用組成物」の組成のうち、ポリアクリル酸部分ナトリウム塩
（アニオン性吸液材料）および変性アクリル系ブロックコポリマー（ノニオン性高分子界
面活性剤）を除き、粘度を６５０ｍＰａｓになるように組成を調整し、カチオン硬化反応
可能な画像記録用組成物とした。
【０１７７】
≪評価≫
　前記画像記録用組成物をバーコーターにより中間転写ベルト（フッ素コートされた樹脂
ベルト）上に供給し、膜厚１２μｍの被硬化層を形成した。次いで、実施例１にて用いた
４種のインクをそれぞれピエゾヘッド（解像度６００ｄｐｉ（ｄｐｉ：１インチ当たりの
ドット数））にて前記被硬化層上に印字した。その後、転写装置により記録媒体（アート
紙（ＯＫ金藤、王子製紙（株）製））上に、被硬化層を転写しながら、出力１．５ｋＷの
メタルハライドランプでＵＶ照射を行い、画像を形成した。
　該画像について実施例１に記載の評価を行った。その結果を表１に示す。
【０１７８】
【表１】

 
【図面の簡単な説明】
【０１７９】
【図１】第１実施形態に係る記録装置を示す構成図である。
【図２】第２実施形態に係る記録装置を示す構成図である。
【図３】第３実施形態に係る記録装置を示す構成図である。
【図４】第４実施形態に係る記録装置を示す構成図である。
【符号の説明】
【０１８０】
１０　中間転写ドラム（中間転写体）
１２　溶液供給装置
１２Ａ　画像記録用組成物
１２Ｂ　被硬化層
１２Ｃ　筐体
１２Ｄ　供給ローラ
１２Ｅ　ブレード
１３　搬送ベルト
１３Ａ　支持ロール
１４　インクジェット記録ヘッド
１６　転写装置
１６Ａ　加圧ロール
１６Ｂ　加圧ロール
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１８　刺激供給装置
２０　クリーニング装置
２２　中間転写ベルト（中間転写体）
２２Ａ　支持ロール
２４　第２の刺激供給装置
１０１　記録装置
１０２　記録装置
１０３　記録装置
１０４　記録装置

【図１】
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【図２】
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【図３】
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【図４】
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